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Ⅰ 地方公会計とは 

 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度では、予算の適正・確実な執行を図ると

いう観点から、歳入・歳出による現金収支の会計（単式簿記・現金主義）が採用されていま

す。 

一方、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、現金収支では把握でき

ないストック情報（資産・負債）や、見えにくいコスト情報（減価償却費等）を住民や議会

等に説明するために、予算・決算に係る会計制度を補完するものとして、複式簿記・発生主

義による会計（地方公会計）の導入が重要となります。 

総務省では、平成26年４月に、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書

類の作成に関する「統一的な基準」が「今後の地方公会計の推進に関する研究会報告書」に

おいて示されました。また、平成27年１月には「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」が通知され、一部事務組合・広域連合を含む全ての地方公共団体に、原則として

平成29年度までに、統一的な基準による財務書類を作成することが要請され、すべての地方

公共団体において、統一的な基準による固定資産台帳の整備及び財務書類の作成が完了し

ています。 

 

  

公会計の意義 
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官庁会計だと、車にかかる費用は 2年目以降は年 10 万円しかかかっていないように見えますが、 

実質的には年 30 万円かかっていることが見える化されます。 

 

これまでの会計（官庁会計）で見える負債 

 →地方債の残高のみ 
 

地方公会計で見える負債 

 →今後の退職手当の支給見込額など、今後支

払う義務があるすべての負債の残高 

これまでの会計（官庁会計）で見える資産 

 →ほぼ現金の残高のみ 
 
地方公会計で見える資産 

 →土地、建物、道路、未収金など、すべての資

産の残高 

 すべての資産と負債を「見える化」することで、 

例えば 

 ●今ある固定資産を更新するためには、今後どの

くらいのお金が必要なのか？ 

 ●今ある負債を返済していくためには、今後どの

くらいの備えがいるのか？ 

  

など、中長期的な「やりくり」を考える材料が得ら

れます。 

資産 

負債 

純資産 

 

地方公会計のポイント① －ストック情報（資産・負債） 

地方公会計のポイント② －見えにくいコスト情報（減価償却費） 

 

100           

購入時   １年目   ２年目   ３年目   ４年目   ５年目 

           

           

20           

20           

20           

20           

20  20  20  20  20  20 

購入時   １年目   ２年目   ３年目   ４年目   ５年目 

【出典】総務省公表資料を一部加工 

実際の支出 
以降支出なし 

100 

実際の支出 ５年かけて 100 万円を使っていると考える 

 

【耐用年数５年の車を 100 万円で買った場合】 

これまでの会計（官庁会計） 

  １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 

購入費 100     -        -        -        -    100  

維持費 10 10 10 10 10 50  

計 110 10 10 10 10 150  

地方公会計 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 

購入費 

（減価償却費） 
20 20 20 20 20 100 

維持費 10 10 10 10 10 50 

計 30 30 30 30 30 150 

【例：上記の車を買い、別途、毎年の維持費が 10 万円かかる場合】 
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Ⅱ 地方公会計による財務書類の概要 

 

「統一的な基準」による財務書類は、以下の４表で構成され、相互に関連しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

貸借対照表
行政コスト

計算書
純資産変動

計算書
資金収支計算書

※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末
　　 歳計外現金残高を足したものと対応します。
※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。
※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち

現金

預金

＋本年度末

歳計外現金残高

貸借対照表 
略称：ＢＳ（Balance Sheet） 

 

基準日時点（３月31日）における財政状

態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を表示したもの 

行政コスト計算書 
略称：ＰＬ（Profit and Loss statement） 

 

一会計期間（４月１日から３月 31 日）

の費用・収益の取引高を表示したもの 

→現金収支を伴わない減価償却費等も

費用として計上 

純資産変動計算書 
略称：ＮＷ（Net Worth statement） 

 

一会計期間（４月１日から３月 31 日）

の純資産（及びその内部構成）の変動を

表示したもの 

資金収支計算書 
略称：ＣＦ（Cash Flow statement） 

 

一会計期間（４月１日から３月 31 日）

の現金の受払いを３つの区分で表示し

たもの 
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本村では、村の本体である「一般会計等」を基礎とした「一般会計等財務書類」、それに

地方公営事業会計を含めた村全体の「全体財務書類」、さらに関連団体を含めてひとつの行

政サービス実施主体としてとらえた「連結財務書類」を作成しています。 

連結対象の関連団体は、本村と連携協力して行政サービスを実施している団体か否かで

判断しており、また、出資の割合や経費負担割合に応じて全部連結、比例連結のいずれかの

方法により連結しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※介護サービス事業特別会計は平成 30 年度中に廃止されました。 

一部事務組合 

広域連合 

独立行政法人 

地方三公社 

第三セクター 等 

十津川村 

一般会計 
特別会計 

 うち公営企業会計 

一般会計等 地方公営事業会計 

 

 

・一般会計 

・貯木場等維持管理事業特別会計 

一般会計等財務書類 

 

一般会計等財務書類の対象会計 

＋ 

・国民健康保険事業特別会計 

・国民健康保険診療所事業特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・簡易水道事業特別会計 

・十津川温泉事業特別会計 

・湯泉地温泉事業特別会計 

全体財務書類 

 

全体財務書類の対象会計 

＋ 

【一部事務組合・広域連合】 

・奈良県市町村総合事務組合 

・奈良県後期高齢者医療広域連合 

・南和広域医療企業団 

・奈良県広域消防組合 

・奈良広域水質検査センター組合 

＋ 

【地方公社、第三セクター 等】 

・十津川観光開発株式会社 

連結財務書類 
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Ⅲ 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【主な着目ポイント】 

①固定資産と固定負債、流動資産と流動負債の比較 

→長期で返す負債（固定負債）への備え（固定資産／基金など）、 

すぐに返す負債（流動負債）への備え（流動資産／現金預金など）は十分か。 

②左側（借方）の固定資産の減価償却の進み具合 

→固定資産の老朽化の具合はどうか。 

③右側（貸方）の負債と純資産の割合 

  →負債が多過ぎると返すのが大変。 

貸借対照表は、基準日時点（３月31日）における財政状態（資産・負債・純資

産の残高及び内訳）を表示したものです。 

 

資 産 負 債 

固定資産 

固定負債 

流動負債 

純資産 

流動資産 

 

返済の必要 

があるお金 

（地方債など） 

 

返済の必要 

がないお金 

（税金など） 

 

どんな資産を 

保有しているか？ 

 

「負債」「純資産」には、財産取得

に要した“財源”の内訳が示されて

います。 

「資産」には、行政サービスを提供

するために、本村が取得、保有して

いる“資産”の内訳が示されていま

す。 
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貸 借 対 照 表 

（平成31年３月31日現在） 
         （単位：百万円） 

科目 一般会計等 全体 連結 科目 一般会計等 全体 連結 

資 産 45,846 49,527 50,825 負 債 8,267 10,379 11,417 

 固定資産 43,539 47,149 48,239  固定負債 7,530 9,489 10,392 

  有形固定資産 38,976 42,491 43,518   地方債 6,079 7,853 8,191 

   事業用資産 13,554 13,661 14,497   長期未払金 - - 2 

   インフラ資産 25,161 28,142 28,141   退職手当引当金 1,021 1,156 1,319 

   物品 261 688 880   損失補償等引当金 - - - 

  無形固定資産 9 9 11   その他 430 480 880 

  投資その他の資産 4,554 4,649 4,710  流動負債 737 890 1,025 

   うち 基金 4,408 4,495 4,578   １年内償還予定地方債 657 801 850 

 流動資産 2,307 2,378 2,586   未払金 - - 43 

  現金預金 577 645 740   未払費用 - - 3 

  未収金 4 7 82   賞与等引当金 64 73 99 

  短期貸付金 2 2 2   預り金 13 13 15 

  基金 1,724 1,724 1,757   その他 3 3 15 

  棚卸資産 - - 5 純資産 37,579 39,148 39,408 

  その他 - - 0  固定資産等形成分 45,265 48,875 49,998 

  徴収不能引当金 △0 △0 △0  余剰分（不足分） △7,686 △9,727 △10,593 

       他団体出資等分  - 3 

資産合計 45,846 49,527 50,825 負債及び純資産合計 45,846 49,527 50,825 

 

一般会計等貸借対照表、全体貸借対照表及び連結貸借対照表の資産、負債を比較すると、

資産合計は一般会計等では458億円、特別会計及び公営企業会計を含めた全体では495億円、

関連団体まで含めた連結では508億円です。簡易水道事業特別会計でインフラ資産の建物、

工作物、物品が合わせて約34億円計上されているため、一般会計等から全体にかけて、有形

固定資産のインフラ資産および物品が増加しています。 

これに対して負債は一般会計等では83億円、全体では104億円、連結では114億円となって

います。簡易水道事業特別会計にて固定資産を取得した際、起債により資金を調達しており、

平成30年度末での地方債残高が約19億円計上されている影響で、一般会計等から全体にか

けて負債が21億円増加しています。簡易水道事業特別会計はインフラ資産を多く保有し、地

方債発行による資産形成を多く行っているため、一般会計等に比べると負債の比重が高く

なっています。 
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【貸借対照表（一般会計等） 経年比較】 

貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

科目 H28（①） H29（②） H30（③） 
増減 

（②－①） 
増減 

（③－②） 

資 産 48,650 47,546 45,846 △1,104 △1,700 

 固定資産 45,846 44,939 43,539 △907 △1,400 

  有形固定資産 41,106 40,418 38,976 △688 △1,442 

   事業用資産 14,403 14,368 13,554 △35 △814 

   インフラ資産 26,467 25,838 25,161 △629 △677 

   物品 236 212 261 △24 ＋49 

  無形固定資産 23 16 9 △7 △7 

  投資その他の資産 4,717 4,505 4,554 △212 ＋49 

   うち 基金 4,551 4,346 4,408 △205 ＋62 

 流動資産 2,804 2,607 2,307 △197 △300 

  現金預金 643 777 577 ＋134 △200 

  未収金 4 5 4 ＋1 △1 

  短期貸付金 6 2 2 △4 △0 

  基金 2,147 1,823 1,724 △324 △99 

  棚卸資産 4 - - △4 - 

  その他 - - - - - 

  徴収不能引当金 △0 △0 △0 △0 ＋0 

資産合計 48,650 47,546 45,846 △1,104 △1,700 

負 債 8,596 8,399 8,267 △197 △132 

 固定負債 7,852 7,668 7,530 △184 △138 

  地方債 6,292 6,174 6,079 △118 △95 

  長期未払金 - - - - - 

  退職手当引当金 1,124 1,061 1,021 △63 △40 

  損失補償等引当金 - - - - - 

  その他 436 433 430 △3 △3 

 流動負債 744 731 737 △13 ＋6 

  １年内償還予定地方債 666 660 657 △6 △3 

  未払金 - - - - - 

  賞与等引当金 55 57 64 ＋2 ＋7 

  預り金 20 11 13 △9 ＋2 

  その他 3 3 3 - - 

純資産 40,054 39,147 37,579 △907 △1,568 

 固定資産等形成分 48,000 46,764 45,265 △1,236 △1,499 

 余剰分（不足分） △7,946 △7,617 △7,686 ＋329 △69 

負債及び純資産合計 48,650 47,546 45,846 △1,104 △1,700 
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平成30年度末における、固定資産435億円は主に土地・建物などの有形固定資産であり、

流動資産23億円は主に財政調整基金と現金預金です。 

固定資産と固定負債を比較すると、固定資産435億円に対して固定負債は75億円、流動資

産と流動負債を比較すると、流動資産23億円に対して流動負債は７億円となっています。特

に流動資産（すぐに使えるお金など）は流動負債（すぐに返す借金など）を上回っている方

が財務の安全性は高いですが、本村では上回っている状況です。 

また、年度間で比較してみると、有形固定資産のうち事業用資産は、管理資産の見直し（経

過年数等）による影響や減価償却により約８億円減少しました。インフラ資産は、中串土捨

場整備（第２期）や高滝線・平谷那知合線等の道路整備により、工作物が約６億円増加しま

したが、減価償却が約12億円発生し合計では約７億円減少しました。 

この他、流動資産では現金預金が平成29年度末から２億円減少し、財政調整基金の取崩に

より基金も１億円減少しました。この結果、資産全体では平成29年度から17億円減少するこ

ととなりました。 

一方、平成30年度末の負債は83億円、純資産は376億円であり、将来返済する必要のない

財源である純資産の方が多いですが、負債に対する純資産の超過分が平成29年度末の307億

円からやや減少して293億円となっています。これは、P14の純資産変動計算書について記載

の通り、純行政コストが財源を上回ったことなどによるものです。また、負債全体の残高に

ついても、村債の平成30年度中の償還額が起債額を上回ったため、１億円減少しています。 

このように貸借対照表からは、本村がお金を投資して所有、管理している資産の内訳、お

よび投資の源泉となる負債および純資産の割合を確認することが出来ます。 
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Ⅳ 行政コスト計算書 

 

 

 

企業会計でいう損益計算書に該当しますが、行政コスト計算書では、施設の使用料等、直

接の対価となる収入のみが収益として計上され、税金や国県等からの補助金は純資産変動

計算書に計上されます。このため、通常の地方公共団体は費用が収益を上回る結果となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経常経費 

 業務費用 

  人件費、物件費など 

  行政サービスの提供のため

に実質的に消費された費用 

経常収益 

 使用料など、行政サービスの

提供のために直接得た収益 

 

 移転費用 

  社会保障給付や補助金など

個人・法人に給付した費用 

 

臨時損失 

災害復旧費や資産売却損など

臨時的な損失 

 

臨時利益 

資産売却益など臨時的な利益 

 

純行政 

コスト 

【主な着目ポイント】 

①比較 

 →単年度ではなく複数年度の推移を比較するなど「比較」が重要。 

②減価償却費 

 →資金収支計算書とは異なり、P2で述べた減価償却費などの   

  「見えにくいコスト」（お金の支払は以前に済んでいる（または後で払う）が、

実質的にその年度で負担している費用）が含まれている。 

③減価償却費と投資額（※）の比較（あくまで目安） 

 →減価償却費＞投資額 

  ⇒固定資産の老朽化が進んでいる   

 →減価償却費＜投資額 

  ⇒将来の費用（減価償却費や維持管理費）が増える 

（※）資金収支計算書の「投資活動支出（公共施設等整備費支出）」  

行政コスト計算書は、一会計期間（４月１日から３月 31 日）の費用・収益

の取引高を表示したものです。 

 

 



10 

行政コスト計算書 

自 平成30年４月１日 

至 平成31年３月31日 
（単位：百万円） 

科目 一般会計等 全体 連結 

 経常費用 5,751 7,049 8,263 

  業務費用 4,143 4,686 5,541 

   人件費 892 1,032 1,529 

   物件費等 3,201 3,559 3,888 

    うち 減価償却費 1,442 1,628 1,719 

   その他の業務費用 50 95 124 

  移転費用 1,608 2,363 2,722 

   補助金等 971 2,084 1,747 

   社会保障給付 274 275 971 

   他会計への繰出金 360 - - 

   その他 3 4 4 

 経常収益 687 955 1,470 

  使用料及び手数料 102 178 516 

  その他 585 777 954 

純経常行政コスト 5,064 6,094 6,793 

 臨時損失 200 200 198 

 臨時利益 4 4 9 

純行政コスト 5,260 6,290 6,982 

 

一般会計等行政コスト計算書、全体行政コスト計算書及び連結行政コスト計算書を比較

すると、経常費用は一般会計等では58億円、全体では70億円、連結では83億円です。 

一般会計等から全体にかけて経常費用が13億円、うち業務費用が５億円、移転費用が８億

円増加しています。業務費用は国民健康保険診療所特別会計で、人件費および物件費等で２

億円、インフラ資産を多く所有する簡易水道事業特別会計で減価償却費が２億円計上され

たことが大きいです。移転費用は国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計で給付

費が12億円計上されたことによる影響が大きいです。なお、全体から連結にかけては、奈良

県後期高齢医療後期連合で、給付費として補助金等が７億円計上されたことが主要因です。 

これにより、経常収益を加味した純経常行政コストは、一般会計等では51億円、全体では

61億円、連結では68億円となっています。 
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【行政コスト計算書（一般会計等） 経年比較】 

行政コスト計算書 
（単位：百万円） 

科目 H28（①） H29（②） H30（③） 
増減 

（②－①） 
増減 

（③－②） 

 経常費用 5,942 5,715 5,751 △227 ＋36 

  業務費用 4,252 4,030 4,143 △222 ＋113 

   人件費 825 839 892 ＋14 ＋53 

   物件費等 3,360 3,126 3,201 △234 ＋75 

    うち 減価償却費 1,438 1,500 1,442 ＋62 △58 

   その他の業務費用 67 65 50 △2 △15 

  移転費用 1,690 1,685 1,608 △5 △77 

   補助金等 1,047 1,073 971 ＋26 △102 

   社会保障給付 274 292 274 ＋18 △18 

   他会計への繰出金 366 312 360 △54 ＋48 

   その他 3 8 3 ＋5 △5 

 経常収益 654 621 687 △33 ＋66 

  使用料及び手数料 115 117 102 ＋2 △15 

  その他 539 504 585 △35 ＋81 

純経常行政コスト 5,288 5,094 5,064 △194 △30 

 臨時損失 110 55 200 △55 ＋145 

 臨時利益 2 7 4 ＋5 △3 

純行政コスト 5,396 5,142 5,260 △254 ＋118 

 

平成30年度の純行政コストは53億円となっています。 

前年度と比較すると、純経常行政コストが0.3億円改善しています。これは経常費用が0.4

億円増加したのに対し、経常収益が0.7億円増加したためですが、経常費用は職員給与費（人

件費）と維持補修費（物件費等）が増加したため、経常収益は中串処分場工事の負担金や補

償料などによる収入があったためです。この純経常行政コストの0.3億円の改善に対し、臨

時損失（災害復旧事業費）が1.5億円増加した結果、差引で純行政コストは1.2億円増加しま

した。 

経常費用58億円のうち14億円が減価償却費となっています。過年度に取得した固定資産

により、実質的に年間14億円程度の費用がかかっていることになります。 

また、減価償却費の14億円に対し、平成30年度の資金収支計算書のうち投資活動支出（公

共施設等整備費支出）６億円と減価償却費を下回っていることから、当年度は固定資産の老

朽化が進んだといえます。 



12 

このように、行政コストを経年で比較することにより、減価償却費等の非資金取引による

見えにくいコストも含めたフルコストの内訳の推移を評価することができ、将来のコスト

削減施策を検討するうえで有用です。 
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Ⅴ 純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【主な着目ポイント】 

①「本年度差額」（純行政コスト（△）＋財源）がプラスかマイナスか 

 →プラスの場合、コストを財源（税収や国県等補助金）で賄えている。 

②「本年度純資産変動額」がプラスかマイナスか 

 →プラスの場合、固定資産の無償取得等も含めて、将来へ持ち越す純資産が増え 

ている。 

③「余剰分（不足分）」がプラスかマイナスか、マイナス幅がどう増減しているか 

 →「余剰分（不足分）」がマイナスということは、将来の住民へ持ち越す「ツケ

（負担）があるということ（地方債を発行していると通常はマイナスになる）。 

 

主な変動要因 

 ・PL 純行政コスト：純資産を減らします。 

 ・財源（税収、国県等補助金）：純資産を増やします。 

 ・固定資産の無償取得：将来返済するお金が発生することなく固定資産を取得した

ので、純資産を増やします。 

純資産変動計算書は、一会計期間（４月１日から３月 31 日）の純資産（及

びその内部構成）の変動を表示したものです。 

資 産 

負 債 

純資産 

 

増 減 
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純資産変動計算書 

自 平成30年４月１日 

至 平成31年３月31日 
（単位：百万円） 

科目 一般会計等 全体 連結 

前年度末純資産残高 39,147 40,751 41,034 

 純行政コスト（△） △5,260 △6,290 △6,982 

 財源 4,279 5,299 5,975 

  税収等 3,455 3,842 4,156 

  国県等補助金 824 1,457 1,819 

本年度差額 △981 △991 △1,007 

 固定資産等の変動（内部変動）    

 資産評価差額 △0 △0 △0 

 無償所管換等 △587 △612 △612 

 比例連結割合変更に伴う差額   △7 

 その他 - - - 

本年度純資産変動額 △1,568 △1,603 △1,626 

本年度末純資産残高 37,579 39,148 39,408 

固定資産等形成分 45,265 48,875 49,998 

余剰分（不足分） △7,686 △9,727 △10,593 

他団体出資等分   - 3 

 

一般会計等純資産変動計算書、全体純資産変動計算書及び連結純資産変動計算書の本年

度差額を比較すると、一般会計等は△10億円、全体は△10億円、連結では△10億円です。大

きな増減が見込まれる簡易水道事業特別会計において、減価償却による固定資産の減少と

地方債の償還による減少とが近い水準だったため、差額で見ると変動が少なくなっていま

す。 

簡易水道事業特別会計においては地方債発行による資産形成を行っているため、一般会

計等に比べると将来の住民の負担は大きくなりますが、これらの負担は原則として将来の

利用者からいただく使用料等により返済していくことになります。 
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【純資産変動計算書（一般会計等） 経年比較】 

純資産変動計算書 
（単位：百万円） 

科目 H28（①） H29（②） H30（③） 
増減 

（②－①） 
増減 

（③－②） 

前年度末純資産残高 40,441 40,054 39,147 △387 △907 

 純行政コスト（△） △5,396 △5,142 △5,260 ＋254 △118 

 財源 5,009 4,235 4,279 △774 ＋44 

  税収等 3,625 3,490 3,455 △135 △35 

  国県等補助金 1,384 745 824 △639 ＋79 

本年度差額 △387 △907 △981 △520 △74 

 固定資産等の変動（内部変動）      

 資産評価差額 0 △0 △0 △0 △0 

 無償所管換等 0 - △587 △0 △587 

 その他 - - - - - 

本年度純資産変動額 △387 △907 △1,568 △520 △661 

本年度末純資産残高 40,054 39,147 37,579 △907 △1,568 

固定資産等形成分 48,000 46,764 45,265 △1,236 △1,499 

余剰分（不足分） △7,946 △7,617 △7,686 ＋329 △69 

 

一般会計等の純行政コスト△53億円に対し、税収等、国県等補助金の財源が43億円で、コ

ストを賄いきれなかった結果、本年度差額はマイナスとなっています。 

この結果、平成29年度末から純資産が16億円減少し、平成30年度末は376億円となってい

ます。 

純行政コストには減価償却費など「お金の支払は以前に済んでいる（または後で払う）

が、実質的にその年度でも負担している費用」が含まれるため、本年度差額がマイナスと

いうことが、現金が減ることを意味するわけではありませんが、中長期的には本年度差額

と現金収支とは近似しますので、マイナスが続くと現金も減っていきます。 

 

年度間での推移を見てみると、平成28年度と比較して昨年度、当年度は国県等補助金が６

億円ほど減少しているのに対し、純行政コストの削減が進んでいないため、直近の２年間は

純資産を大きく減少させることとなり、財政を圧迫しています。さらに当年度は、固定資産

の見直し等による固定資産の減少が６億円ほど生じているため（無償所管換等）、更に純資

産額を縮小する要因となっています。 

また、平成30年度末の純資産の内訳を見ると、「固定資産等形成分」が453億円、「余剰

分（不足分）」が△77億円となっています。 
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これは、将来の住民に引き継がれる純資産のうち、固定資産等の形態で運用している部分

と、現金又は現金に近い資産の形態で運用している部分とを区分して表しています。 

「余剰分（不足分）」がマイナスということは、地方債発行による資産形成などのため、

その分だけ負担を将来の住民に残していることを表します。 

通常、地方公共団体では、世代間の負担の公平のため、投資をする際に地方債を発行し、

後年度に償還するためマイナスになりますが、マイナス幅が広がると将来世代の負担が増

えることになるため、世代間のバランスを取ることが重要です。 

 昨年度、当年度と続けて、起債額より償還額が上回ったこともあり、「余剰分（不足分）」

の大きな増加、つまり将来世代の負担の大きな増加はありませんが、固定資産の老朽化が進

んでいることにより「固定資産等形成分」が年々減少の一途となっており、中長期的観点か

らアセットマネジメントの見直しが求められます。 
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Ⅵ 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

業務活動収支 

通常の行政サービスにかかった

現金の収支 

投資活動収支 

固定資産の取得などの投資にか

かった現金の収支 

財務活動収支 

地方債（借金）やその返済など、

主として投資をするために調

達・返済した現金の収支 

 

通常はプラスになる 

通常はマイナスになる 

プラス、マイナス 

どちらもあり得る 

【主な着目ポイント】 

①業務活動収支がプラスか 

 →通常はプラスになる（マイナスの場合は要注意）。 

②業務活動収支＋投資活動収支がプラスかマイナスか 

 →一般的には、業務活動収支＋投資活動収支（＝フリーキャッシュフロー）がプラ

ス、財務活動収支がマイナス（フリーキャッシュフローで借金の返済を進める）

が理想的。 

  ただし、必ずしも毎年そうである必要はなく、複数年度で傾向を見ることが大切。 

③現金残高が前年度末から増えているか減っているか 

 →今後も安定継続してサービスを提供し続けるために十分な資金があるか。 

資金収支計算書は、一会計期間（４月１日から３月 31 日）の現金の受払い

を３つの区分で表示したものです。 

余剰を投資活動へ 

余剰を償還へ 
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資金収支計算書 

自 平成30年４月１日 

至 平成31年３月31日 
（単位：百万円） 

科目 一般会計等 全体 連結 

業務活動収支 164 323  

 業務支出 4,301 5,393  

 業務収入 4,550 5,801  

 臨時支出 163 163  

 臨時収入 78 78  

投資活動収支 △265 △293  

 投資活動支出 890 922  

 投資活動収入 625 629  

財務活動収支 △101 △235  

 財務活動支出 663 797  

 財務活動収入 562 562  

本年度資金収支額 △202 △205  

前年度末資金残高 341 362  

本年度末資金残高 139 157  

本年度末歳計外現金残高 438 488  

本年度末現金預金残高 577 645  

 

一般会計等と異なり、村全体では平成30年度はフリーキャッシュフロー（業務活動収支＋

投資活動収支）がプラスとなっていますが、地方債の償還による財務活動収支のマイナスを

賄いきれず、本年度資金収支額としては一般会計等、全体のいずれもマイナスとなっていま

す。 

 

（連結財務書類における資金収支計算書は、地方公会計の統一的な基準に基づき、当面の間

作成を省略します。） 
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【資金収支計算書（一般会計等） 経年比較】 

資金収支計算書 
（単位：百万円） 

科目 H28（①） H29（②） H30（③） 
増減 

（②－①） 
増減 

（③－②） 

業務活動収支 719 398 164 △321 △234 

 業務支出 4,499 4,209 4,301 △290 ＋92 

 業務収入 5,325 4,630 4,550 △695 △80 

 臨時支出 107 25 163 △82 ＋138 

 臨時収入 - 2 78 ＋2 ＋76 

投資活動収支 △1,569 △128 △265 ＋1,441 △137 

 投資活動支出 2,713 1,077 890 △1,636 △187 

 投資活動収入 1,144 949 625 △195 △324 

財務活動収支 818 △127 △101 △945 ＋26 

 財務活動支出 645 669 663 ＋24 △6 

 財務活動収入 1,463 542 562 △921 ＋20 

本年度資金収支額 △32 143 △202 ＋175 △345 

前年度末資金残高 230 198 341 △32 ＋143 

本年度末資金残高 198 341 139 ＋143 △202 

本年度末歳計外現金残高 445 436 438 △9 ＋2 

本年度末現金預金残高 643 777 577 ＋134 △200 

 

一般会計等の平成30年度の業務活動収支は２億円のプラスであり、前年度から災害復旧

事業費が増大したこと等により悪化はしているものの、通常の行政サービスについては賄

えたことを表しています。 

投資活動収支は３億円のマイナスで、昨年度より施設整備に伴う支出額は抑えたものの、

昨年度は財政調整基金や公共施設整備基金での大きな取崩を行いましたが、当年度は比較

的バランスの取れた基金の積立および取崩を実施し、投資活動収入が３億円ほど減少した

ため、投資活動収支全体としては昨年度より悪化しました。 

財務活動収支は１億円のマイナスで、村債の償還を進めた結果、昨年度とほぼ同水準とな

りました。 

以上によって、本年度の資金残高は前年度末から２億円減少し、１億円となっています。

これに歳計外現金の残高を加えると、本年度末の貸借対照表の現金預金残高と一致します。 

また、業務活動収支＋投資活動収支（＝フリーキャッシュフロー）はマイナスとなってい

ます。つまり、通常の行政サービスで生じた余剰資金の範囲を超えた投資を行い、地方債を

発行して資金を補っていることが分かります。 
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このように、資金の動きを３つの活動に区分することで、資金の増減がどのような活動に

よるものかが、より見えるようになります。 
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Ⅶ 分析指標（一般会計等財務書類） 

１．資産形成度 

－将来世代に残る資産はどのくらいあるか－ 

（１）住民一人当たり資産額（千円/人） 

算 式／各合計 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

資産合計÷住民基本台帳人口（※）      

資産合計 13,948.0 14,100.3 13,871.6 

有形・無形固定資産合計 11,791.7 11,991.1 11,795.8 

投資等・流動資産合計 2,156.3 2,109.2 2,075.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）有形固定資産の行政目的別割合（％） 

算 式／行政目的 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

行政目的別有形固定資産 
÷有形固定資産合計 

     

生活インフラ・国土保全 15.7 16.9 17.8 

教育 9.0 8.8 7.8 

福祉 1.3 1.5 1.6 

環境衛生 1.2 1.2 0.4 

産業振興 72.0 70.8 72.2 

消防 0.0 0.0 0.1 

総務 0.7 0.7 0.3 

その他 0.0 0.0 0.0 

 

（※）当該年度の 1/1 現在 

・将来世代に残る資産がどのくらいあるかを示します。 

・資産額の増加は、行政サービスに用いることができる資産形成が進んだと見ることがで

きる一方、資産額の減少は、資産圧縮に取り組んだ結果なのか、老朽化によるものかを

把握することが必要です。 

・さらに、①住民サービスを提供するために保有し将来世代に引き継ぐ資産である「有形・

無形固定資産」と、②将来、債務返済や行政サービスに使用することが可能な資産であ

る「投資その他の資産、流動資産」に区分して分析することも有用です。 

・ただし、他団体との比較においては地理的条件の違いなどに留意する必要があります。 

・本村では、固定資産の減価償却が進んでおり当該指標も減少しましたが、近隣自治体と

比較すると未だ高水準で推移しています。 
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（３）歳入額対資産比率（年） 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

資産合計÷歳入総額 5.96 7.52 7.45 

 

 

 

 

 

（４）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）（％） 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

減価償却累計額÷償却資産取得価額合計 65.0 66.1 68.0 

 

 

 

 

 

 

  

・有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）の割合を算出す

ることにより、行政分野ごとの社会資本形成の比重を示します。 

・経年比較することにより、行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを示

します。 

・類似団体との比較により、資産形成の特徴を示し、今後の資産整備の方向性検討の参考

になります。 

・本村では、インフラ工作物（主に道路、橋梁）を「産業振興」で台帳登録しているため、

当該目的別割合の占める比率が高くなっています。また、道路底地を「生活インフラ・

国土保全」で台帳登録していることと合わせると、保有資産の殆どが道路や橋梁に関連

するものであることが分かります。 

 

 

・当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを示しま

す。 

・本村では、分子となる資産は年々減少していますが、平成28年度と比較すると昨年度・

本年度の歳入の減少額が大きかったため、指標としては上昇しています。 

・近隣自治体と比較しても、直近２年の当該指標はやや高く、固定資産の残高が相対的に

高いことが分かります。 

・償却資産に占める減価償却累計額の割合を示します。 

・耐用年数に対してどの程度期間が経過しているかを示します。 

・行政目的別や施設別に比率を算定することにより、償却が進んでいる行政分野や施設に

ついてより詳細な把握が可能となり、公共施設マネジメントにおける老朽化対策の検討

の情報として活用することも可能です。 

・本村では、当該指標が年々上昇しており、固定資産の老朽化が進んでいることが分かり

ます。 
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２．世代間公平性 

－将来世代と過去及び現世代との負担のバランスは適切か－ 

（１）純資産比率（％） 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

純資産合計÷資産合計 82.3 82.3 82.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）将来世代負担比率（％） ※平成30年度より算定式が変更 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

地方債残高（※）÷有形・無形固定資産合計 11.3 11.3 11.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・資産全体に占める将来返済の必要がない財源で賄われた額の割合を示します。 

・将来世代の負担が少ない資産をどの程度保有しているか（世代間の公平性）を示します。 

・純資産の増加は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積した

ことを意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が

費消して便益を享受していると捉えることができます。 

・本村では、資産全体は減少しているものの、純資産の減少度合が資産の減少度合を上回

っており、当該指標としては低下しています。 

・純資産比率の上昇は、将来世代の負担を軽減している点では望ましいですが、本村の固

定資産の残高が非常に高いことを勘案すると、今後の固定資産の取替費用によって、当

該指標が下落していくことも考えられます。 

（※）将来世代の負担とならない臨時財政対策債等の特例地方債残高を控除 

・社会資本形成分である有形・無形固定資産と、将来世代負担となる地方債残高を比較す

ることで、社会資本形成における世代間負担の状況を示します。 

・本村では、分子である地方債残高は年々減少していますが、固定資産残高の減少がこれ

を上回っているため、指標としては上昇しています。 
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３．持続可能性 

－財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）－ 

（１）住民一人当たり負債額（千円/人） 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

負債合計÷住民基本台帳人口（※） 2,464.6 2,490.9 2,501.3 

 

 

 

 

 

（２）基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円） ※平成30年度より算定式が変更 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

業務活動収支（※1）＋投資活動収支（※2） △1,393,508 △225,811 △111,801 

 

 

 

 

 

 

  

（※）当該年度の 1/1 現在 

・将来世代に残る負債がどのくらいあるかを示します。 

・団体ごとの財政規模が異なるため、単純に金額のみで比較することには留意が必要です

が、住民一人当たり資産額と同様にわかりやすい指標となります。 

・本村では、負債合計は年々減少していますが、人口の減少割合がこれを上回っているため、

指標としては上昇しています。 

（※1）支払利息支出を除く 

（※2）基金積立金支出及び基金取崩収入を除く 

・地方債等の元利償還額及び基金積立金を除いた歳出と、地方債等発行収入及び基金取崩

額を除いた歳入のバランスを示す指標で、当該バランスが均衡している場合、経済成長

率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能

な財政運営が実現できています。 

・国と地方の基礎的財政収支を一概に比較すべきでない点には留意が必要です。 
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４．効率性 

－行政サービスは効率的に提供されているか－ 

（１）住民一人当たり純行政コスト（千円/人） 

算 式／各行政コスト 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

純行政コスト 

÷住民基本台帳人口（※） 
     

純行政コスト 1,547.2 1,524.9 1,591.5 

純経常行政コスト 1,516.1 1,510.7 1,532.3 

 

 

 

 

 

 

（２）住民一人当たり性質別行政コスト（千円/人） 

算 式／各性質別行政コスト 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

性質別行政コスト 

÷住民基本台帳人口（※） 
     

人件費 236.5 248.8 269.9 

物件費等 963.4 927.0 968.3 

その他の業務費用 19.2 19.2 15.2 

補助金 300.1 318.2 293.9 

社会保障給付 78.6 86.5 82.9 

他会計への繰出金 105.0 92.5 109.1 

その他 0.8 2.6 0.8 

 

 

 

 

  

（※）当該年度の 1/1 現在 

・行政活動の効率性を示します。 

・類似団体と比較する場合、コスト発生の要因（経常的に発生するものか、特殊事情によ

り臨時的に発生するものか）を考慮し、経常的なコスト（純経常行政コスト）に着目す

ることも有用です。 

・本村の当該指標は、人口５千人未満の自治体と比較すると大きな差はありませんが、人

口規模の大きい自治体と比較すると大きく、コスト負担に偏りがあることが分かります。 

（※）当該年度の 1/1 現在 

・性質別（人件費、物件費等）の行政コストを経年比較し増減分析することにより、効率

性の度合いを示します。 

・本村では、物件費等の占める割合が高く、物件費等の中でも減価償却費の割合が高くな

っています。 



26 

５．自律性 

－歳入はどのくらい税金等で賄なわれているか 

（受益者の負担の水準はどうなっているか）－ 

（１）受益者負担比率（％） 

算 式 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

経常収益÷経常費用 11.0 10.9 11.9 

 

 

 

 

 

 

 

  

・行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の

金額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する

直接的な負担の割合を示します。 

・ただし、経常収益には、退職手当引当金戻入益のような、受益者負担の金額とは言えな

いものも含まれる場合があるため、留意が必要です。 

・本村では、一般会計等に土地賃借料を計上している貯木場等維持管理事業特別会計を含

むため、当該指標が比較的高くなっています。 
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Ⅷ 各勘定科目説明 

 

１．貸借対照表 

 

勘定科目 内容 

資産合計  

 固定資産  

  有形固定資産  

   事業用資産 ・インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

    土地  

    立木竹 ・分収林など、森林国営保険対象樹種であって、樹齢・樹種が管理されているもの 

    建物 ・附属設備を含む 

    建物減価償却累計額  

    工作物 ・土地の上に定着する建物以外のもの（塀、公園遊具、塔など） 

    工作物減価償却累計額  

    船舶  

    船舶減価償却累計額  

    浮標等 ・浮標、浮桟橋、浮ドック 

    浮標等減価償却累計額  

    航空機  

    航空機減価償却累計額  

    その他  

    その他減価償却累計額  

    建設仮勘定 
・工期が一会計年度を超える建設中の建物など、完成前の有形固定資産への支出等を仮に計上して

おくための勘定科目 

   インフラ資産 

・システムまたはネットワークの一部であること、性質が特殊なものであり代替的利用ができないこと、

移動させることができないこと、処分に関し制約を受けることといった特徴の一部または全てを有す

る有形固定資産（道路ネットワーク、下水道処理システムなど） 

    土地  

    建物  

    建物減価償却累計額  

    工作物 ・土地の上に定着する建物以外のもの（道路、堤防など） 

    工作物減価償却累計額  

    その他  

    その他減価償却累計額  

    建設仮勘定  

   物品 ・自治法第239条第1項に規定するもので、50万円（美術品は300万円）以上の有形固定資産 

   物品減価償却累計額  

  無形固定資産  

   ソフトウェア ・財務会計システム、税務システム、住民基本台帳システム等の当該地方公共団体が所有等するもの 

   その他 ・ソフトウェア以外の無形固定資産 
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勘定科目 内容 

  投資その他の資産  

   投資及び出資金  

    有価証券 ・地方公共団体が保有している債権等 

    出資金 
・公有財産として管理されている出資等（出捐金は自治法第238条第1項第7号の「出資による権利」に

該当するため出資金に含める 

    その他 ・上記以外の投資及び出資金 

   投資損失引当金  

   長期延滞債権 ・滞納繰越調定収入未済の収益及び財源（貸付金を含む） 

   長期貸付金 ・自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のうち、流動資産に区分されるもの以外のもの 

   基金  

    減債基金 
・減債基金のうち、繰上償還相当額を積み立てるものや満期一括償還に備えて、毎年一定額ずつ積み

立てるもの 

    その他 ・基金のうち、減債基金、財政調整基金以外 

   その他 ・上記及び徴収不能引当金以外の投資その他の資産 

   徴収不能引当金  

 流動資産  

  現金預金 ・現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

  未収金 ・現年調定現年収入未済の収益及び財源 

  短期貸付金 ・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

  基金  

   財政調整基金  

   減債基金 ・減債基金のうち、歳計剰余金処分により積み立てたもの等特定の地方債との紐付けがないもの 

  棚卸資産 ・商品、製品、半製品、原材料、仕掛品等（販売用として所有する土地等を含む） 

  その他 ・上記及び徴収不能引当金以外の流動資産 

  徴収不能引当金  

負債・純資産合計  

 負債合計  

  固定負債  

   地方債 ・地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの 

   長期未払金 
・自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務と見なされるもの及びその他の確定債務のうち

流動負債に区分されるもの以外のもの 

   退職手当引当金 

・期末自己要支給額（退職手当組合に加入している場合は、退職手当債務から、組合への加入時以降

の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合

における積立金額の運用益のうち当該地方公共団体へ按分される額を加算した額を控除した額） 

   損失補償等引当金 
・履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担

比率の算定に含めた将来負担額 

   その他 ・上記以外の固定負債 

  流動負債  

   １年内償還予定地方債 ・地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定のもの 

   未払金 
・基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、または合理的に見積もる

ことができるもの 

   未払費用 
・一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時点において既に提供された役

務に対して未だその対価の支払を終えていないもの 

   前受金 ・基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていないもの 

   前受収益 
・一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提供していない役務

に対し支払を受けたもの 

   賞与等引当金 ・基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費 

   預り金 ・基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債 

   その他 ・上記以外の流動負債 

 純資産合計  

  固定資産等形成分 
・資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資産等）で保有され

る 

  余剰分（不足分） ・地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有される 
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２．行政コスト計算書 

 

勘定科目 内容 

経常費用  

 業務費用  

  人件費  

   職員給与費 ・職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用 

   賞与等引当金繰入額 ・賞与等引当金の当該会計年度発生額 

   退職手当引当金繰入額 ・退職手当引当金の当該会計年度発生額 

   その他 ・上記以外の人件費 

  物件費等  

   物件費 
・職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経費であって、資産計上されないも

の 

   維持補修費 ・資産の機能維持のために必要な修繕費等 

   減価償却費 ・一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減少金額 

   その他 ・上記以外の物件費等 

  その他の業務費用  

   支払利息 ・地方公共団体が発行している地方債等に係る利息負担金額 

   徴収不能引当金繰入額 ・徴収不能引当金の当該会計年度発生額 

   その他 ・上記以外のその他の業務費用 

 移転費用  

  補助金等 ・政策目的による補助金等 

  社会保障給付 ・社会保障給付としての扶助費等 

  他会計への繰出金 ・地方公営事業会計に対する繰出金 

  その他 ・上記以外の移転費用 

経常収益  

 使用料及び手数料 
・地方公共団体がその活動として一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サービスの対価とし

て使用料・手数料の形態で徴収する金銭 

 その他 ・上記以外の経常収益 

純経常行政コスト  

臨時損失  

 災害復旧事業費 ・災害復旧に関する費用 

 資産除売却損 ・資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した資産の除却時の帳簿価額 

 投資損失引当金繰入額 ・投資損失引当金の当該会計年度発生額 

 損失補償等引当金繰入額 ・損失補償等引当金の当該会計年度発生額 

 その他 ・上記以外の臨時損失 

臨時利益  

 資産売却益 ・資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 

 その他 ・上記以外の臨時利益 

純行政コスト  
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３．純資産変動計算書 

 

勘定科目 内容 

前年度末純資産残高  

 純行政コスト（▲）  

 財源  

  税収等 ・地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

  国県等補助金 ・国庫支出金及び都道府県支出金等 

 本年度差額  

 固定資産等の変動（内部変動）  

 
 有形固定資産等の増加 

・有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有形固定資産及び無形固

定資産の形成のために支出（または支出が確定）した金額 

 

 有形固定資産等の減少 

・有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少額または有形固定資

産及び無形固定資産の売却収入（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当

額 

 
 貸付金・基金等の増加 

・貸付金・基金等の形成等による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のために支出した金

額 

 
 貸付金・基金等の減少 

・貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の取崩収入相当

額等 

 資産評価差額 ・有価証券等の評価差額 

 無償所管換等 ・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 その他 ・上記以外の純資産及びその内部の構成の変動 

 本年度純資産変動額  

本年度末純資産残高  
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４．資金収支計算書 

 

勘定科目 内容 

【業務活動収支】  

 業務支出  

  業務費用支出  

   人件費支出 ・人件費に係る支出 

   物件費等支出 ・物件費等に係る支出 

   支払利息支出 ・地方債等に係る支払利息の支出 

   その他の支出 ・上記以外の業務費用支出 

  移転費用支出  

   補助金等支出 ・補助金等に係る支出 

   社会保障給付支出 ・社会保障給付に係る支出 

   他会計への繰出支出 ・他会計への繰出に係る支出 

   その他の支出 ・上記以外の移転費用支出 

 業務収入  

  税収等収入 ・税収等の収入 

  国県等補助金収入 ・国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入 

  使用料及び手数料収入 ・使用料及び手数料の収入 

  その他の収入 ・上記以外の業務収入 

 臨時支出  

  災害復旧事業費支出 ・災害復旧事業費に係る支出 

  その他の支出 ・上記以外の臨時支出 

 臨時収入 ・臨時にあった収入 

業務活動収支  

【投資活動収支】  

 投資活動支出  

  公共施設等整備費支出 ・有形固定資産等の形成に係る支出 

  基金積立金支出 ・基金積立に係る支出 

  投資及び出資金支出 ・投資及び出資金に係る支出 

  貸付金支出 ・貸付金に係る支出 

  その他の支出 ・上記以外の投資活動支出 

 投資活動収入  

  国県等補助金収入 ・国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入 

  基金取崩収入 ・基金取崩による収入 

  貸付金元金回収収入 ・貸付金に係る元金回収収入 

  資産売却収入 ・資産売却による収入 

  その他の収入 ・上記以外の投資活動収入 

投資活動収支  

【財務活動収支】  

 財務活動支出  

  地方債償還支出 ・地方債に係る元本償還の支出 

  その他の支出 ・上記以外の財務活動支出 

 財務活動収入  

  地方債発行収入 ・地方債発行による収入 

  その他の収入 ・上記以外の財務活動収入 

財務活動収支  

本年度資金収支額  

前年度末資金残高 ・繰越金 

本年度末資金残高 ・一会計年度における一切の収入又は支出に係る現金の会計年度末における残高 

前年度末歳計外現金残高  

本年度歳計外現金増減額  

本年度末歳計外現金残高 
・地方公共団体の所有に属する現金のうち、歳計現金、一時借入金、基金に属する現金以外のものの

会計年度末における残高 

本年度末現金預金残高  

 

 


